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1. 地域ルールの概要 

 

1.1. 目的 
 

六本木交差点周辺地区駐車場地域ルール（以下「地域ルール」という。）は、地域の特性、まちづ

くりの方向性、駐車施設の整備及び課題等を踏まえ、都市の低炭素化の実現に向け駐車施設の適正配

置と運用を図り、利用者の利便性の向上と交通環境の改善に資することを目的とする。 

 

 

【解 説】 

『港区低炭素まちづくり計画（平成27年10月策定、令和3年6月改定）』では、目指すべき将来像

の実現に向けた基本方針において、「基本方針１．エネルギーが最適利用され、自立性の高いまちづ

くり」、「基本方針２．都市と自然が共生するまちづくり」、「基本方針３．多様な交通手段が利用しや

すく、環境負荷の少ない交通まちづくり」を位置づけている。 

この基本方針に基づいて、目標達成のために必要な施策として「自動車からの二酸化炭素排出量

削減対策の推進」・「環境負荷の少ない移動手段（公共交通等）の環境整備と促進」があり、自動車か

らの二酸化炭素排出量を減らしつつ、公共交通の積極的な利用を推進し、誰もが公共交通を利用し

やすい環境を形成するとともに、大規模な開発が実施された地域や、今後の開発が見込まれる地域

を中心に、安全・快適な歩行環境の創出や駐車場の集約化を進め、誰もが歩いて暮らせるまちづくり

に取り組むこととしている。 

本地域ルールは、この港区低炭素まちづくり計画における位置づけを踏まえ、以下を目的とする。 

 

【地域ルールの目的】 

目的１：低炭素まちづくりの実現 

建築行為に伴う附置義務駐車施設を対象として、「駐車場の設置に関する配慮や駐車場の集約」

の誘導を図るため、以下の施策を推進し、低炭素まちづくりの実現を図る。 

①適正規模での駐車施設整備  ⇒建物建設時の CO2 排出量の削減、駐車施設の余剰による

自動車需要誘発などの抑制 

②駐車施設の集約化の促進   ⇒地域内交通の整序化等による CO2 排出量の削減 

③公共交通機関の利用促進等による更なる低炭素化の取組 

目的２：地域の駐車環境の改善 

駐車場法及び東京都駐車場条例（以下、「都条例」という。）の趣旨を踏まえ、建築行為に伴う

附置義務駐車施設の整備とあわせて、以下に例示する地域の駐車課題の解決を図る。 

●駐車施設の過度な整備による都市空間活用効率の低下、不要な駐車需要の呼び込みの抑制 

●駐車場を探すうろつき交通・停め直し等による交通環境の悪化、歩行者の安全性低下の解消 

●荷捌き用駐車施設の不足による違法路上駐車に起因する交通環境の悪化の解消    など 



 2

1.2. 適用地区 
 

地域ルールの適用地区は、六本木交差点を中心として、交差点から 300m の範囲に掛かる地区計

画区域等を含む、道路を境界とする範囲とし、図 1 六本木交差点周辺地区駐車場地域ルール適用地

区のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図  1 六本⽊交差点周辺地区駐⾞場地域ルール適⽤地区 

    地域ルール適用地区 

   ※面積：約 61ha 

六本⽊三丁⽬東地区 
（地区計画区域） 

東京ミッドタウン 
（地区計画区域） 

六本⽊ヒルズ 
（地区計画区域） 

六本⽊五丁⽬ 
⻄地区 

（再開発予定区域） 

六本⽊⼆丁⽬地区 
（地区計画区域） 
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2. 地域ルールの枠組み 

 

2.1. 地域ルールの位置づけ 

（1）低炭素まちづくり計画について 

低炭素まちづくり計画は、『都市の低炭素化の促進に関する法律（略称：エコまち法）』に基づき、

温室効果ガス排出量の多い都市において低炭素化を図り、環境負荷が小さく、緑豊かで美しく風格あ

るまちづくりを進めるため、区市町村が定めるものである。 

港区は、東京都内で最も二酸化炭素排出量が多く、今後も増加し続けると予想されるため、平成 27

年 10 月に「港区低炭素まちづくり計画」を策定、令和 3 年 6 月に改定し、区内における二酸化炭

素排出量を削減するとともに、環境負荷を低減する様々な施策を推進している。 

六本木交差点周辺地区は、港区低炭素まちづくり計画に位置付けられる「基本方針３」の関連施策であ

る「施策 3-1 自動車からの二酸化炭素排出量削減対策の推進」における「取組 3-1-1 駐車場の設置

に関する配慮や駐車場の集約」の中で、策定した地域ルールを運用し、駐車施設の集約化を推進してい

くこととされている。 

 

【港区低炭素まちづくり計画の概要】 

港区の二酸化炭素排出量は、民生業務部門の排出量がその多くを占めており、今後も大規模開発が

多数予定されていることから、都市の更新に合わせて最先端の環境技術による先進的な取組を先導

するなど、まちづくりの上で総合的に対策を強化していく必要がある。 

このような背景から、港区では平成27年10月に「港区低炭素まちづくり計画」を策定し、①「エ

ネルギーの効率的利用の促進」・②「緑の保全・創出とヒートアイランド対策の推進」・「環境に配慮

した交通環境の整備」を柱として、区の施策はもとより大規模開発等まちづくりの機会を捉えて、民

間事業者に対し先進技術を導入した都市の低炭素化への取組を働きかけるなど、区内の環境負荷を

低減する様々な施策を推進してきた。令和3年6月の改定では上記の３点について、さらなる取り組

みを展開し、施策の展開に当たっては、様々な社会課題の解決に向け、SDGsの視点を加えた以下の

3つの「新たな視点」との関連性を踏まえて検討を進めることとしている。 

 

≪港区低炭素まちづくり計画における「新たな視点」≫ 

①レジリエントなまちづくりの推進・②テクノロジーの活用・③ライフスタイルの多様化への対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：「みどり東京・温暖化防止プロジェクト、オール東京 62市区町村共同事業報告資料（平成 30年 5月）」 

図  2 二酸化炭素排出量の比較（2015年度、東京都 62市区町村） 

  

港区：都内で排出量が最多 

（民生業務部門が非常に多く、運輸部門でも都内第 1 位） 
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（2）地域ルールの枠組み 

関連法令（エコまち法、駐車場法、都条例）における規定より、港区低炭素まちづくり計画による駐

車場地域ルールは以下の内容を定めている。 

 

１）港区低炭素まちづくり計画 

⇒「駐車機能集約区域」ならびに「集約駐車施設の位置・規模」についての詳細を記載 

   ※根拠法令【都市の低炭素化の促進に関する法律第 7 条第 3 項】 

 

２）港区低炭素まちづくり計画の駐車機能集約区域内における建築物の駐車施設の附置等に関する条例

（以下、「港区条例」という。） 

⇒１）において定めた「駐車機能集約区域」を対象として、駐車場法、都条例に基づき、港区独自

の附置義務駐車施設整備に関する内容を規定 

   ※根拠法令【東京都駐車場条例第 17 条第 6 項】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図  3 低炭素まちづくり計画による駐車場地域ルールの枠組み

エコまち法 

港区低炭素まちづくり計画 

【駐⾞機能集約に関する事項】 
・駐車機能集約区域 

・集約駐車施設の位置・規模 

港区条例・施⾏規則 

 
 
 

・駐車機能集約区域（地域ルール適用地区） 

・駐車施設整備の基準 

・集約駐車施設の位置・規模 

（附置の特例） 

【都条例 17 条の 6：適用除外】 

※駐車機能集約区域内は、都条

例 17 条～17 条の５において

定める駐車施設の附置に関す

る規定が適用されず、港区条

例の規定が適用される。 

東京都駐⾞場条例 

駐⾞場法 

【六本⽊交差点周辺地区駐⾞場地域ルール】 

【運⽤マニュアル】 
 
 
 
 
 

・地域ルール取扱詳細（算定方法等） 

・地域ルールの運用体制 など 

・地域ルール運用体制の詳細 

・申請手続き・審査方法 など 
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2.2. 主な施策 
 

港区低炭素まちづくり計画においては、目標達成のための必要な施策「自動車からの二酸化炭素排

出量削減対策の推進」の取組の一環として「駐車場の設置に関する配慮や駐車場の集約」を位置づけ、

その実現方策として駐車場地域ルールを策定し、運用していくことが示されている。 

この上位計画における位置づけを踏まえ、地域ルールでは、下記の「①適正規模での整備」、「②

駐車施設の集約化」により低炭素化の実現を図ることを基本施策とし、あわせて「③さらなる低炭素

化に資する取組」を実施していくことにより、低炭素まちづくりを推進していくこととする。 

 

 

①駐車需要に応じた適正規模による駐車施設整備 ⇒駐車施設建築時の CO2排出量を削減 

○駐車需要に応じた適正規模で駐車施設整備を行うことにより、駐車施設の過度な整備を避け、建

築時に排出される CO2、及び利用率の低い駐車施設が個々に稼働することによって生じる CO2

の削減を図る。 

 

②駐車施設の集約化         ⇒地域内の自動車の走行による CO2排出量を削減 

○駐車施設の集約化により、自動車交通の整序化、地域内を走行する自動車の移動距離の減少、地

域内での停め直し交通による車両の加減速の減少等を図り、自動車から排出される CO2 などの

削減を図る。 

 

③さらなる低炭素化に資する取組   ⇒複合的な取組による CO2排出量削減の推進 

○上記①、②に加えて、地域ルールによる附置義務駐車施設の整備と併せて、公共交通機関の利用

促進策等の実施を推進することにより、さらなる低炭素化の促進を図る。 

 

 

表  1 地域ルールにおける主な施策の適⽤の組合せ 
建築物区分 ①駐車需要に応じた適

正規模による駐車施設

整備 

（附置適正化） 

②駐車施設の集約化 

（集約化） 

③さらなる低炭素化に 

資する取組 

（低炭素化の取組） 

新築、増改築、用途

変更を行う建築物 
○ ○ 

○ 

※建築物の区分、規模や用

途に応じて実施 

○ － 

－ ○ 

上記以外 

（既存建築物） 
○ ○ 

○ － 

－ ○ 

※既存建築物において、①附置適正化を行う場合には、低減される台数分の駐車場の部分を駐車場以外の用途（防災備蓄

倉庫など）へ転用する場合も考えられる。 

※③低炭素化の取組は、すべての適用ケースにおいて実施する。
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2.3. 地域ルール運用の枠組み 
 

地域ルールの運用において必要な事項を踏まえ、本地域ルールにおける運用体制の枠組みは以下に

示す３つの組織により構成する。 

①地域ルール運営委員会：地域ルールの運用状況の確認・検証、必要に応じたルールの見直し等を

行う（港区が設置）。 

②地域ルール運用組織：地域ルールの申請受付・手続きの窓口事務、審査結果の通知、地域貢献

協力金の管理及びこれを活用して関連行政部局と連携した低炭素まち

づくりの促進、駐車対策及び交通対策等の地域貢献に関連する施策（以

下「地域貢献策」という。）の企画立案・実施を行う（地域が設置し、

港区が指定）。 

③審査組織      ：学識経験者等の専門家により、公平かつ客観的な立場で駐車施設の整備

に関する審査を実施する（港区が指定）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図  4 地域ルール運用の枠組み 

港区 

 

地域が設置し、港区が指定 

・地域ルールの申請手続窓口事務 

・地域貢献策の企画・実施など 

②地域ルール運用組織 

地域ルール申請者 

地域貢献策 

の実施 

 

港区が設置 

・地域ルールの確認・検証 

・地域ルールの見直し  等 

①地域ルール運営委員会 

地域ルールの検証・報告 

申請・受付 

結果通知 

審査・結果報告 

運用状況報告 

・指導助言 

 

港区が指定 

・申請案件ごとの審査 

（整備台数、駐車施設集約等） 

※学識経験者等の専門家が中立的な

立場で客観的に審査を実施 

③審査組織 

定期報告 
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2.4. 地域ルールの適用を受けた場合の留意事項 
 

地域ルールの適用を受けた事業者等は、以下の事項を遵守するものとする。 

１）低炭素化の取組及び駐車施設の継承 

●地域ルール適用の前提条件となる低炭素化に資する取組、及び地域ルールの適用において認めら

れた駐車施設の台数、集約による確保、車室規模等の規定に反する場合には、認定を取り消し、

港区条例の本則どおり駐車施設の設置を課す場合もある。 

●地域ルールの適用を受けた建築物の所有者・管理者に変更がある場合には、その変更内容につい

て届け出るとともに、地域ルールの適用を受けた際の義務について継承する。 

●集約駐車施設の指定を受けた事業者等についても同様に、所有者・管理者に変更がある場合には、

その変更内容について届け出るとともに、集約駐車施設の義務について継承する。 

２）駐車施設の設置における配慮事項 

●駐車施設を設置する場合は、駐車施設の前面道路への出入口について、入出庫時の前面道路への

影響、視距の確保、前面道路との正対、入出庫の方法（前進入庫・前進出庫）、歩行者及び周辺交

通との交錯を最小限にするなどの安全性の向上に配慮した位置に設けるものとする。 

●機械式などの特殊な装置を用いる駐車施設については、入出庫時に車両が輻輳した場合を勘案し、

入庫車両が道路上に滞留しないよう敷地内に待機場所を設けるなどの配慮を行うものとする。 

●その他、駐車施設の設置においては、駐車場法及び東京都建築安全条例などの規定を参照し、安

全かつ円滑な利用が可能な駐車施設の確保に配慮するものとする。 
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3. 地域ルールの適用条件 

 

3.1. 適用条件の概要 
 

本地域ルールにおいては、駐車施設の附置の対象となる開発・建築を行う事業者等からの低炭素化

に資する取組の提案に基づき、地域ルールの適用可否を決定する。 

低炭素化に資する取組は、あらかじめ例示するものを参考として、開発・建築を行う事業者等が地

域ルール適用申請の際に提案を行い、港区地域交通課において「上位計画等の位置づけへの対応」、

「地域全体の取組のバランス」等を踏まえ、建築物の規模等に応じて総合的に適用可否を判断する。 

 

 

【解 説】 

●本地域ルールは、港区低炭素まちづくり計画における各目標達成のための必要な施策のうち、「自

動車からの二酸化炭素排出量削減対策の推進」の取組の一環として位置づけられていることを踏

まえ、交通環境の改善に資するものを低炭素化に資する取組の対象とする。 

●低炭素化に資する取組は、対象建築物の規模、新築・既存の別、立地状況等によって実施可能な

内容及び効果が異なるため、本マニュアルにおいて例示する取組を参考として、事業者等が提案

を行うものとする。 

●地域ルールの適用を受けた事業者等は、当該建築物が存続する限り低炭素化に資する取組を継続

的に実施するものとし、これを変更・休止または同等の取組で代替する場合は、事前に運用組織

を通じて港区へ届出を行うものとする。 

●また、港区条例の本則よりも整備台数が低減される事業者等は、地域ルールの運用及び地域全体

で取り組む地域貢献策等の実施に対し、運用組織の定める応分の負担を行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図  5 地域ルール適用による附置適正化イメージ（六本木交差点周辺地区） 
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3.2. 低炭素化に資する取組（例示） 
 

低炭素化に資する取組については、下表に例示するものを参考として開発・建築を行う事業者等の

創意に基づき、地域ルール適用申請の際に提案を行う。 

 

 

表 2 低炭素化に資する取組の例 

項目 ソフト対策 ハード整備 

■公共交通機関の

利用促進 

●公共交通利用者への商品割引サー

ビスや特典の付与 

●公共交通利用者への運賃の補助 

●公共交通利用促進についての広報

の実施 

●駅やバス停までのマップ表示・冊子

配布 

●公共交通機関とのタイアップ企画

の実施 

●商品配送サービスの実施 

●その他、公共交通サービスの維持・

拡充に寄与する取組 

         など 

 

○建築物内における公共交通情報提

供システム導入 

○バス停の整備・改築 

○公共交通機関へつながる歩行者ネ

ットワーク整備 

○公共交通インフラの整備 

○交通広場の整備 

など 

■自動車による 

環境負荷の抑制 

●従業員等への自動車通勤の禁止 

●共同集配の実施 

●貨物車の低公害車利用       

など 

 

○EV 充電器の設置 

○水素ステーション設置 

○その他クリーンエネルギー自動車

の普及促進策 

○地域共同荷捌き施設の整備 

○カーシェアリングの導入 

○自動二輪専用マスの設置      

など 

 

■地区内移動の 

支援 

●手荷物預かりサービスの実施 

●地域交通（バス等）による周辺地域、

鉄道駅への送迎 

●地区内の徒歩移動を支援する交通

モードの導入             

など 

○快適な歩行環境整備（ネットワーク

整備） 

○自転車走行空間整備（ネットワーク

整備） 

○交通広場の整備 

○地下車路による駐車場ネットワー

ク整備 

○自転車シェアリングポートの整備 

○快適な歩行環境の整備（敷地前面） 

              など 

■その他、低炭素

化に資する取組 

※事業者からの提案および今後の技術革新による新しい取り組みについて 

適宜追加を行う 
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※参考：建築物の規模に応じた低炭素化に資する取組の例 

【小規模建築物】 

建築物例（１） 

用途：事務所・店舗 延べ面積：約 3,000 ㎡ 立地：駅から約 450m 

想定される取組内容 

項目 ソフト対策 ハード整備 

■公共交通機関

の利用促進 

●公共交通利用者への特典の付与 

●商品配送サービスの実施 

— 

 

建築物例（２） 

用途：共同住宅 延べ面積：約 3,000 ㎡ 立地：駅から約 300m 

想定される取組内容 

項目 ソフト対策 ハード整備 

■公共交通機関

の利用促進 

●公共交通利用促進についての広報の

実施 

— 

 

 

【中規模建築物】 

建築物例（１） 

用途：事務所 延べ面積：約 20,000 ㎡ 立地：駅から約 200m 

想定される取組内容 

項目 ソフト対策 ハード整備 

■公共交通機関

の利用促進 

●駅やバス停までのマップ表示・冊子配

布 

 

— 

■自動車による 

環 境 負 荷 の 抑

制 

●従業員等への自動車通勤の禁止 ○カーシェアリングの導入 

 

建築物例（２） 

用途：店舗、集会場、事務所 延べ面積：約 15,000 ㎡ 立地：駅から約 500m 

想定される取組内容 

項目 ソフト対策 ハード整備 

■公共交通機関

の利用促進 

●公共交通利用者への商品割引サービ

ス 

●公共交通利用促進についての広報の

実施 

— 

■地区内移動の 

支援 

— ○自転車シェアリングポー

トの整備 
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【大規模建築物】 

建築物例（１） 

用途：事務所、店舗、ホテル等 延べ面積：約 200,000 ㎡ 立地：駅から約 50m 

想定される取組内容 

項目 ソフト対策 ハード整備 

■公共交通機関

の利用促進 

●公共交通機関とのタイアップ企画の

実施 

 

○公共交通機関へつながる

歩行者ネットワーク整備 

■自動車による 

環 境 負 荷 の 抑

制 

●共同集配の実施 

●貨物車の低公害車利用 

— 

■地区内移動の 

支援 

●手荷物預かりサービスの実施 — 

 

建築物例（２） 

用途：事務所、店舗 延べ面積：約 100,000 ㎡ 立地：駅から約 400m 

想定される取組内容 

項目 ソフト対策 ハード整備 

■公共交通機関

の利用促進 

●公共交通利用者への運賃の補助 

●商品配送サービスの実施 

○EV 充電器の設置 

■自動車による 

環 境 負 荷 の 抑

制 

●共同集配の実施 — 

■地区内移動の 

支援 

— ○快適な歩行環境の整備

（敷地前面） 

 

 

 



 12

3.3. 低炭素化に資する取組効果の算定方法 
 

低炭素化に資する取組の提案を行う際は、地域ルールによる効果検討の参考資料として、実施する

取組により想定される温室効果ガス排出量の低減効果の概略について算定し、これを申請書に添付し

て提出するものとする。 

 

 

【解 説】 

●低炭素化に資する取組の項目ごとに、取組によって想定される自動車交通量・走行距離等の削

減規模を設定し、環境省『温室効果ガス総排出量算定方法ガイドライン』等を参考として、C02

排出量の低減効果を算定するものとする。 

 

※来訪自動車台数・走行距離等に基づくCO2排出量の算定例 
公共交通機関の利用促進策の実施により、当該建築物への自動車による来訪交通量が削減される

ことを想定し、C02 排出量の削減効果を算定した結果は、下表のとおりである。 

走行距離※ (km) 0.4 

用途 燃料 自動車の種類 
自動車来訪台数（年単位） 二酸化炭素排出量 

（kg-CO2、年単位） 従前 実施後 削減台数 

乗用車 ガソリン 
普通・小型乗用車 5,000 4,000 1,000 76.7062 

ハイブリッド車 4,500 3,500 1,000 54.7901 

※走行距離は、当該建築物等へ来訪する自動車等が地域ルール適用区域内で走行する平均距離を設定 
※CO2排出量原単位出典：『温室効果ガス総排出量算定方法ガイドライン V1.0（燃費基準値一覧）』  131.4963 

 

※取組項目別のCO2排出量算定の流れ（例） 
低炭素化に資する取組の項目ごとの C02 排出量削減効果は、以下の流れで効果の発現を想定し、

算定を行うことが想定される。 

■公共交通機関の利用促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

建築物 

用途別延床面積 

取組による公共交通 

への転換率（想定） 

当該建築物 

建築計画等 

建築物の発生集中 

自動車交通量（従前） 

低炭素に資する取組 
（公共交通利用促進策） 

建築物の発生集中 

自動車交通量（施策後） 

取組による 

CO2 の削減量 

発生集中量原単位 
（大規模開発マニュアル等） 

自動車分担率 
（パーソントリップ調査等） 

CO2 排出量原単位 
（環境省資料等） 

当該建築物来訪車両の 

区域内走行距離 

※事例等の調査に基づき想定 
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■自動車による環境負荷の抑制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■地区内移動の支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築物 

用途別延床面積 

取組による低公害車等 

への転換台数（想定） 

当該建築物 

建築計画等 

建築物の発生集中 

自動車交通量（従前） 

低炭素に資する取組 
（自動車環境負荷抑制策） 

CO2 排出量原単位 
（環境省資料等） 

取組による 

CO2 の削減量 

低炭素に資する取組 
（地区内移動支援策） 

建築物の発生集中 

自動車交通量（施策後） 

建築物 

用途別延床面積 

取組の利用者数 

（想定） 

当該建築物 

建築計画等 

建築物の発生集中 

自動車交通量（従前） 

建築物来訪者のうち 

地区内移動時の自動車 

からの転換台数 

取組による 

CO2 の削減量 

当該建築物来訪車両の 

区域内走行距離 

発生集中量原単位 
（大規模開発マニュアル等） 

自動車分担率 
（パーソントリップ調査等） 

当該建築物来訪車両の 

区域内走行距離 

発生集中量原単位 
（大規模開発マニュアル等） 

自動車分担率 
（パーソントリップ調査等） 

CO2 排出量原単位 
（環境省資料等） 

※事例等の調査に基づき想定 

※事例等の調査に基づき想定 
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4. 駐車施設整備台数の基準・台数算定方法 

 

4.1. 駐車施設整備台数の考え方 
 

港区条例に基づき、建築物に附置する駐車施設の台数は、以下に示すケースごとに、各々の方法に

より算定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図  6 駐車施設整備台数の算定フロー 

対象区域内における建築（新築・増築又は用途変更） 

港区条例の本則に基づき 

整備する場合 

駐車場地域ルールの適用を受け 

整備する場合 

●  新築の場合は、条例第 5 条第 1 項、第 6 条

第 1 項の規定に基づき台数を算定 

●  増築又は用途変更の場合は、第 7 条第 1 項、

第 8 条第 1 項の規定に基づき台数を算定 

● 新築の場合は、条例第 5 条第 1 項 1 号、第

6 条第 1 項 1 号の規定に基づき、本マニュ

アル記載の方法により台数を算定 

● 増築又は用途変更の場合は、第 7 条第 1 項

1 号、第 8 条第 1 項 1 号の規定に基づき、

本マニュアル記載の方法により台数を算定 

※算定した台数は、審査組織による算定根拠等に関する妥

当性の審査を経て確定 

条例の規定に基づく 

駐車施設整備台数 駐車場地域ルール適用申請を運用組織へ提出 

●低炭素化に資する取り組みの確認 

●審査組織による算定根拠等に関する審査※ 

港区条例認定申請を港区長へ提出 

駐車場地域ルールに基づく 

駐車施設整備台数 

※新築の場合の条例第 5 条第 1 項 2 号、第 6 条第 1 項

2 号・3 号、増築又は用途変更の場合の第 7 条第 1 項

2 号、第 8 条第 1 項 2 号・3 号の規定に基づく認定を

受ける場合 

※港区条例認定申請を港区長へ提出 

港区長認定に基づく駐車施設整備台数 

※別途算定 
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4.2. 駐車施設整備台数の基準 
 

地域ルールにおける駐車施設整備台数は、一般車と荷捌き車について各々個別に算定するものとし、

以下のものを設定する。 

 

（1）一般車 

【標準値】 

整備基準：港区条例の規定に基づき算定した台数に比率【0.6】を乗じた台数 

【下限値】 

整備基準：港区条例の規定に基づき算定した台数に比率【0.4】を乗じた台数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図  7 基準の適用区域図 
（2）荷捌き車 

１）港区条例の規定に基づく附置台数を原則とする（上限規定は適用しない） 

２）ただし、物流効率化施策の実施により、荷捌き駐車台数の削減が図られることが審査において

認められるときは、当該台数まで荷捌き車整備台数の低減を可能とする 

 

表  3 物流効率化の取組内容（例） 

効率化の取組内容（例） 

実施効果 

荷捌き車 

台数の削減 

ピークの 

平準化 

駐車時間 

の短縮 

①館内配送の共同化   ○ 

②納品時間の指定・調整  ○  

③一括納品 ○   

④駐車施設管理（料金設定）   ○ 

⑤情報管理システム導入   ○ 

    地域ルール適用地区 

       ※面積：約 61ha 
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4.3. 台数の算定方法 

（1）一般車 
 

建築物に附置する一般車の駐車施設の台数は、周辺の交通特性及び現況・将来の需要及び供給のバ

ランスを踏まえた上で、当該建築物の駐車需要を適切に評価するものとする。 

【標準値適用の場合】 

1）「4.2. 駐車施設整備台数の基準」において定めた港区条例の規定に基づき算定した台数に一定

の比率（標準値）を乗じた駐車需要台数 

【標準値より低減する場合】 

  以下の 1）、2）の」方法により算定した台数のうち、いずれか大きい方の台数とする。 

1）「4.2. 駐車施設整備台数の基準」において定めた港区条例の規定に基づき算定した台数に一定

の比率（下限値）を乗じた駐車需要台数 

2）当該施設または類似施設の駐車実績に基づく駐車原単位等により以下のとおり算定し、審査に

より当該建築物の駐車需要台数として認められた台数 

（駐車原単位）×（当該施設の用途別床面積） 

＊駐車原単位：用途別床面積あたりの駐車台数 

※一般車について地域ルールの基準を適用する場合は、荷捌き車についても台数及び駐車施設の規

模等に関する基準を適用する。 

 

【解 説】 

１）「4.2. 駐車施設整備台数の基準」において定めた港区条例に基づき算定した台数に一定の比率 

  を乗じた駐車需要台数の算定方法（【標準値適用の場合】、【標準値より低減する場合】共通） 

●港区条例の規定に基づき、次項の表 4 に示す基準を用いて算定した台数に、一定の比率を乗じた

台数を整備台数（地域ルール附置台数）とする。なお、小数点以下の端数は切り上げとする。 

●用いる比率（以下、「整備台数比率」という。）は、適用地区の駐車実態に基づき、本マニュア

ル「4.2. 駐車施設整備台数の基準」－「（1）一般車」において定めた【標準値】または【下限

値】とする。※ 

●なお、「整備台数比率」は、一般車の駐車実態に基づき設定し、地区の駐車実績に基づき、概ね

5 年おきに地域ルール運営委員会において見直しを行う。 

●複合用途の建築物における地域ルール附置台数は、用途ごとに算定した台数の合計とする。なお、

共用部分がある場合には、当該共用部分を各用途の床面積の割合に応じて按分した面積を各用途

に加えたものとする。 

 

※【標準値】を適用する場合は駐車需要台数の算定に用いる「整備台数比率」を【0.6】とし、 

【標準値】より低減する場合は「整備台数比率」を【0.4】とする。 
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表  4 港区条例に基づく一般の駐車施設の附置義務基準 

地域・地域 対象用途 

整備台数の基準 

対象規模面積 

（＝A） 
附置台数 

延べ面積 6000 ㎡以下 

の場合の緩和 

駐車場整

備地区等 

・駐車場整備地区 

・商業地域 

・近隣商業地域 

特定 

用途 

※１ 

百貨店 

その他の 

店舗 

1500 ㎡超 A÷250 ㎡ 

 

附置義務台数 

＝附置台数×激変緩和係数α 

 

α＝ 

      1500×(6000－延べ面積) 
 1－ 

   6000×B－1500×延べ面積 

 

B＝特定用途の床面積＋ 

非特定用途の床面積×3／4 

その他 1500 ㎡超 A÷300 ㎡ 
非特定 

用途 

共同住宅 2000 ㎡超 A÷350 ㎡ 
その他 2000 ㎡超 A÷300 ㎡ 

複合用途※2 特定用途＋ 

非特定用途×3／4 

＞1500 ㎡ 

上記の用途ごと

に計算した合計

（3／4 は使用し

ない） 

周辺地区 

（上記以外の都市計画区域） 

特定用途 2000 ㎡超 A÷300 ㎡         6000－延べ面積 
α=1－ 
     2×延べ面積 

※１：特定用途とは、百貨店その他の店舗、事務所、倉庫、工場、劇場、観覧場、放送スタジオ、集会場、展示場、旅館、飲食店、

遊技場、体育館、病院など（港区条例第 5 条別表第 1） 

※２：複合用途の共用部分は、それぞれの専用面積の割合で按分する。 

※３：大規模事務所の床面積は、下表の面積区分に該当する床面積に面積調整率を乗じて合計した床面積を、当該事務所の床面積とみ

なして附置義務台数の計算を行う。（港区条例第 5 条第２項） 

 

表  5 大規模事務所の面積調整率 

床面積の区分 面積調整率 

～6000 ㎡以下 1 

6000 ㎡超～10000 ㎡以下 0.8 

10000 ㎡超～100000 ㎡以下 0.5 

100000 ㎡超～ 0.4 

 

２）当該施設または類似施設（以下「類似施設等」という。）の駐車実績に基づく駐車需要台数の 

  算定方法（【標準値より低減する場合】） 

●地域ルールを適用した場合の駐車施設附置台数（以下「地域ルール附置台数」という。）は、類似

施設等の繁忙期におけるピーク時在庫台数の実績から駐車原単位を算定し、当該建築物の床面積

を乗じて算定する。 

 

駐車需要台数 ＝ 駐車原単位※× 当該施設の用途別床面積 
（地域ルール附置台数） 

※駐車原単位 ＝ 類似施設等の繁忙期ピーク時在庫台数／類似施設等床面積 
 

●繁忙期は、原則、1年間の駐車実績に基づき算定した月別のピーク時平均在庫台数を用いて、最も

多い月を設定する。 

●なお、繁忙期におけるピーク時在庫台数の実績については、年間最大2～3日程度の特異日を除き

設定することができるものとする。 

●類似施設は、適用地区内及び適用地区に類似したまちの特性（公共交通機関の整備状況、土地利用

の特性など）を有する地区を基本として、当該建築物と建物用途構成・規模等が類似した複数の施

設とする。ただし、建替え後の建物用途・規模等が既存建築物と同様と認められる場合には、当該

既存施設を類似施設とすることができるものとする。 
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●既存建築物における台数算定に当たっては、当該既存施設の実績を用いるものとする。 

●類似施設の設定、駐車実績の数値、駐車原単位の設定方法及び駐車需要台数については、論理的、

客観的な根拠に基づき、適正に算定するものとする。 

●交通管理者協議において、類似施設等の入出庫台数をもとに時間帯別の発生集中台数を推計し、

当該施設の在庫台数を算出する等により駐車需要を算定している場合は、交通管理者協議におい

て認められた方法と算定台数を、論理的、客観的な根拠として用いることができるものとする。 

●建築基準法（昭和25年法律第201号）第86条第1項から第4項まで又は第86条の2第1項から第

3項までの規定による認定又は許可を受けた複数の建築物については、これらを同一敷地内にある

ものとみなし、用途別床面積については、これらを一つの建築物とみなして算定する。 
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※参考：大規模小売店舗立地法の必要駐車台数の取り扱い 

●大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号、以下、「大店立地法」という。）の適用を受ける

建築物の駐車施設については、同法の基準に基づき算出される必要台数を確保する。 

●なお、本地区は自動車の分担率が低く、公共交通の分担率が高いことから、自動車による来訪が少

ない地区であるため、「大規模小売店舗を設置する者が配慮すべき事項に関する指針」（以下、「立

地法指針」という。）に示される算定式・各種係数に基づく算定台数と実需要の乖離が発生する懸

念がある。そのため、地域ルールを適用する駐車施設は、立地法指針に示される特別の事情とし

て、既存類似店のデータ等を根拠とする方法で算出することを検討できる。 

●大店立地法の適用を受ける複合用途建築物において、平日・休日の利用状況が異なる用途の場合、

駐車需要を別々に算定して合算すると、結果的に過大な駐車場を整備することになることから、

用途別平休別の駐車需要（専用利用分を含む）を勘案し、異なる利用状況の用途の駐車場を兼用さ

せることで、実質的な必要駐車台数の整備を図るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図  8 複合用途における用途兼用による駐車需要台数設定イメージ 
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（2）荷捌き車 
 

建築物に附置する荷捌き車の駐車施設の台数は、一般車の内数とせずに別途、当該建築物における

駐車需要に応じて必要となる台数を整備するものとし、台数の上限を定めず、以下の台数とする。 

１）「4.2. 駐車施設整備台数の基準」において定めた条例第四条第一項及び第二項の規定に基づき

算定した台数（上限規定は適用しない） 

 

2）物流効率化施策の実施により、荷捌き駐車台数の削減が図られることが審査において認められ

るときは、審査により認められた台数 

  ※ただし、物流効率化施策を当該建築物が存続する限り継続的に実施することを条件とする。 

 

 

【解 説】 

１）「4.2. 駐車施設整備台数の基準」において定めた条例第四条第一項及び第二項の規定に基づき 

  算定した台数の算定方法 

●条例第四条第１項及び第２項の規定に基づき、下表に示す基準を用いて算定した台数とし、上限

を 10 台とする規定は適用しないものとする。なお、小数点以下の端数は切り上げとする。 

●複合用途の建築物における地域ルール附置台数は、用途ごとに算定した台数の合計とする。なお、

共用部分がある場合には、当該共用部分を各用途の床面積の割合に応じて按分した面積を各用途

に加えたものとする。 

 

表  6 港区条例に基づく荷捌き車の駐車施設の附置義務基準 

地域・地域 対象用途 

整備台数の基準 

対象規模面積 

（＝A） 
附置台数 

延べ面積 6000 ㎡以下 

の場合の緩和 

駐車場整

備地区等 

・駐車場整備地区 

・商業地域 

・近隣商業地域 

特定 

用途 

※１ 

百貨店 

その他の 

店舗 

2000 ㎡超 A÷2500 ㎡ 

 

附置義務台数 

＝附置台数×激変緩和係数α 

 

        6000－延べ面積 
α=1－ 
     2×延べ面積 

事務所 2000 ㎡超 A÷5500 ㎡ 
倉庫 2000 ㎡超 A÷2000 ㎡ 
その他 2000 ㎡超 A÷3500 ㎡ 

周辺地区 

（上記以外の都市計画区域） 

特定用途 3000 ㎡超 A÷7000 ㎡         6000－延べ面積 
α=1－ 
      延べ面積 

※１：特定用途とは、百貨店その他の店舗、事務所、倉庫、工場、劇場、観覧場、放送スタジオ、集会場、展示場、旅館、飲食店、

遊技場、体育館、病院など（港区条例第 5 条別表第 1） 

※２：大規模事務所の床面積は、下表の面積区分に該当する床面積に面積調整率を乗じて合計した床面積を、当該事務所の床面積とみ

なして附置義務台数の計算を行う。（港区条例第 6 条第２項） 

 

表  7 大規模事務所の面積調整率 

床面積の区分 面積調整率 

～6000 ㎡以下 1 

6000 ㎡超～10000 ㎡以下 0.8 

10000 ㎡超～100000 ㎡以下 0.5 

100000 ㎡超～ 0.4 
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２）物流効率化施策の実施による荷捌き駐車台数の算定方法 

●共同荷受けの実施、共同集配の導入など、下表に例示する物流効率化施策を実施する建築物につ

いては、論理的、客観的な根拠に基づき荷捌き駐車台数が削減されることが確認できる場合には、

審査により、１）において算定した台数から低減した整備台数とすることができる。 

●ただし、物流効率化施策については、当該建築物が存続する限り継続的に実施するものとし、これ

を変更・休止または同等の取組で代替する場合は、事前に運用組織を通じて港区へ届出を行う。 

 

表  8 荷捌き車の駐車台数に関わる物流効率化の取組例 

効率化の取組内容 取組による物流活動の変化 

実施効果 

荷捌き車 

台数の削減 

ピークの 

平準化 

駐車時間 

の短縮 

①館内配送の共同化 荷捌き作業が貨物車からの 

積み卸しだけになる 
  ○ 

②納品時間の指定・調整 混雑時間帯から空いている 

時間帯への分散が図られる 
 ○  

③一括納品 納品のための貨物車台数の 

削減が図られる 
○   

④駐車施設管理（料金設定） 荷捌き時間・滞在時間の短縮、 

館内物流の共同化等への誘導

が図られる 

  ○ 

⑤情報管理システム導入 館内荷受け、荷捌き駐車等の 

受付の効率化が図られる 
  ○ 

 

●上記の物流効率化施策を実施する場合の荷捌き車駐車需要台数は、同様の取組を実施している類

似施設等の繁忙期におけるピーク時在庫台数の実績から駐車原単位を算定し、当該建築物の床面

積を乗じて算定する。 

 

駐車需要台数 ＝ 駐車原単位※× 当該施設の用途別床面積 

※駐車原単位 ＝ 類似施設等の繁忙期ピーク時在庫台数／類似施設等床面積 

 

●繁忙期は、原則、1年間の駐車実績に基づき算定した月別のピーク時平均在庫台数を用いて、最も

多い月を設定する。 

●なお、繁忙期におけるピーク時在庫台数の実績については、年間最大2～3日程度の特異日を除き

設定することができるものとする。 

●類似施設は、適用地区及び適用地区に類似したまちの特性（公共交通機関の整備状況、土地利用の

特性など）を有する地区内を基本とし、用途、規模等について、当該建築物と類似した複数の施設

とする。ただし、建替え後の用途、規模等が既存建築物と同様と認められる場合には、当該既存施

設を類似施設とすることができるものとする。 

※なお、論理的、客観的な根拠を示すことができる場合は、上記以外の算定方法を用いることができ

るものとする。 

●建築基準法（昭和25年法律第201号）第86条第1項から第4項まで又は第86条の2第1項から第

3項までの規定による認定又は許可を受けた複数の建築物については、これらを同一敷地内にある

ものとみなし、用途別床面積については、これらを一つの建築物とみなして算定する。 
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（3）障害者のための駐車施設 
 

建築物に附置する障害者のための駐車施設の台数は、地区の特性、将来のまちづくり、駐車施設の

需給バランス等を考慮し、適切な規模を確保するものとする。 

 

 

【解 説】 

●障害者のための駐車施設の台数は、条例、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法

律（平成18年法律第91号）、東京都福祉のまちづくり条例（平成7年東京都条例第33号）等を

踏まえ、用途特性からみて必要な台数とする。 

●なお、障害者のための駐車施設の台数は、一般車の駐車施設の内数とすることができる。 
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※付：算定例（「4.2. 駐車施設整備台数の基準」－「（1）一般車」において定めた【標準値】より低減をする場合） 

 

【類似施設等の駐車実績に基づく駐車需要台数の算出例・・・①】 

■計画建築物：床面積 7,500㎡（百貨店その他の店舗 6,000㎡、事務所 1,500㎡） 

■条例の基準で算出した附置台数：29台（うち、荷捌き用 3台、障害者用 1台以上） 

 

【ステップ１】複数の類似施設の実績データより駐車原単位を算出（繁忙期ピーク時在庫台数原単位） 

【類似施設の用途別床面積】 

◆建物 A：延べ面積 7,506 ㎡（百貨店その他の店舗 6,000 ㎡、事務所 1,506 ㎡） 

◆建物 B：延べ面積 5,621 ㎡（百貨店その他の店舗 4,497 ㎡、事務所 1,124 ㎡） 

◆建物 C：延べ面積 6,897 ㎡（百貨店その他の店舗 5,433 ㎡、事務所 1,464 ㎡） 

 

●一般車の駐車施設 

【類似施設の駐車実績】                    単位：ピーク時台数（瞬間） 

 平日 休日 

百貨店 

その他の店舗 
事務所 計 

百貨店 

その他の店舗 
事務所 計 

建物A 7台 3台 10台 13台 2台 15台 

建物B 5台 2台 7台 7台 1台 8台 

建物C 4台 2台 6台 6台 1台 7台 

 

【類似施設の駐車原単位】（小数点以下 3 桁目を切り上げ） 

 平日 休日 

百貨店その他の店舗 事務所 百貨店その他の店舗 事務所 

建物A 1.17台／1000㎡ 2台／1000㎡ 2.17台／1000㎡ 1.33台／1000㎡ 

建物B 1.12台／1000㎡ 1.78台／1000㎡ 1.56台／1000㎡ 0.89台／1000㎡ 

建物C 0.74台／1000㎡ 1.37台／1000㎡ 1.10台／1000㎡ 0.69台／1000㎡ 

※類似施設等の駐車実績は複数の施設を対象に把握するものとし、駐車原単位は安全側（高い方）を採

用する。（⇒もっとも原単位の大きい「建物A」の値を採用） 
 

【駐車原単位】 

用途 平日 休日 

百貨店その他の店舗 1.17台／1000㎡ 2.17台／1000㎡ 

事務所 2台／1000㎡ 1.33台／1000㎡ 

 

●荷捌き車の駐車施設 

【類似施設の駐車実績】                    単位：ピーク時台数（瞬間） 

 平日 休日 

百貨店 

その他の店舗 
事務所 計 

百貨店 

その他の店舗 
事務所 計 

建物A 2台 1台 3台 1台 1台 2台 

建物B 1台 0台 1台 1台 0台 1台 

建物C 1台 0台 1台 1台 0台 1台 
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【類似施設の駐車原単位】（小数点以下 3 桁目を切り上げ） 

 平日 休日 

百貨店その他の店舗 事務所 百貨店その他の店舗 事務所 

建物A 0.33台／1000㎡ 0.66台／1000㎡ 0.17台／1000㎡ 0.66台／1000㎡ 

建物B 0.22台／1000㎡ － 0.22台／1000㎡ － 

建物C 0.18台／1000㎡ － 0.18台／1000㎡ － 

※類似施設等の駐車実績は複数の施設を対象に把握するものとし、駐車原単位は安全側（高い方）を採

用する。（⇒もっとも原単位の大きい「建物A」の値を採用） 
 

【駐車原単位】 

用途 平日 休日 

百貨店その他の店舗 0.33台／1000㎡ 0.17台／1000㎡ 

事務所 0.66台／1000㎡ 0.66台／1000㎡ 

 

 

【ステップ２】類似施設等より得られた駐車原単位から、当該建築物の駐車需要台数を算出 

 用途別床面積 × 駐車原単位（台／1000㎡）  ※小数点以下3桁目を切り上げ 

 

●一般車の駐車施設 

【百貨店その他の店舗】 百貨店その他の店舗用途床面積 × 駐車原単位（台／1000㎡） 

平日・・・・・6,000㎡ × 1.17台／1000㎡ ＝ 7.02台 

休日・・・・・6,000㎡ × 2.17台／1000㎡ ＝ 13.02台 

【事務所用途】 事務所用途床面積 × 駐車原単位（台／1000㎡） 

平日・・・・・1,500㎡ ×   2台／1000㎡ ＝ 3台 

休日・・・・・1,500㎡ × 1.33台／1000㎡ ＝ 2台 

 

用途 平日 休日 

百貨店その他の店舗 7.02台 13.02台 

事務所 3台 2台 

合計 
10.02台（切り上げ） 

⇒11台 

15.02台（切り上げ） 

⇒16台 

※平日・休日別に算出した駐車需要台数のうち、大きい方の数値を採用する。 
 

●荷捌き車の駐車施設 

【百貨店その他の店舗】 百貨店その他の店舗用途床面積 × 駐車原単位（台／1000㎡） 

平日・・・・・6,000㎡ × 0.33台／1000㎡ ＝ 1.98台 

休日・・・・・6,000㎡ × 0.17台／1000㎡ ＝ 1.02台 

【事務所用途】 事務所用途床面積 × 駐車原単位（台／1000㎡） 

平日・・・・・1,500㎡ × 0.66台／1000㎡ ＝ 0.99台 

休日・・・・・1,500㎡ × 0.66台／1000㎡ ＝ 0.99台 

 

用途 平日 休日 

百貨店その他の店舗 1.98台 1.02台 

事務所 0.99台 0.99台 

合計 
2.97台（切り上げ） 

⇒3台 

2.01台（切り上げ） 

⇒3台 

※平日・休日別に算出した駐車需要台数のうち、大きい方の数値を採用する。 
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●障害者のための駐車施設 

【一般車の駐車施設のうち、1台以上を確保】 

 

【ステップ３】一般車について当該建築物の駐車需要台数と整備基準を比較し、附置義務台数を決定 

●当該建築物の駐車需要台数（ステップ２の算定結果） 

地域ルール基準による附置義務台数： 一般車  １６台 

荷捌き車  ３台 

障害者用  １台（一般車分の内数） 

合  計 １９台 

 

●下限値（条例の規定に基づく附置台数）との比較 

区分 
①当該建築物の 

駐車需要台数 

②下限値（一般車） 

（条例基準×0.4※1） 
①と②の比較※2 

附置義務台数 

（比較結果） 

一般車 16台 29×0.4＝12台 ①＞② 16台 

荷捌き車 3台 3台 － － 

障害者用 （1台） （1台） － － 

合計 19台 15台   

※1：下限値については、地域ルール整備基準における比率を用いて算定する。 
※2：一般車の台数については、①駐車需要台数が②下限値（条例の規定により算定した附置台数に、設

定している比率を乗じた台数）を下回る場合には、下限値を採用する。 

 

 

 

■当該建築物の駐車施設附置義務台数 

 

地域ルール基準による附置義務台数：一般車 ···················· 16台 

荷捌き車 ··················· 3台 

障害者用※ ················ 1台 

合  計 ················· 19台 
 
※障害者用については、一般車分の内数 
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【類似施設等の駐車実績に基づく駐車需要台数の算出例・・・②】 

■対象建築物：床面積 75,000㎡（百貨店その他の店舗 10,000㎡、事務所 65,000㎡） 

■条例の基準で算出した台数：163台（うち、荷捌き用 11台、障害者用 1台以上） 

 

【ステップ１】複数の類似施設の実績データより駐車原単位を算出（繁忙期ピーク時在庫台数原単位） 

【類似施設の用途別床面積】 

◆建物 D：延べ面積  98,063 ㎡（百貨店その他の店舗 14,936 ㎡、事務所  66,897 ㎡） 

◆建物 E：延べ面積  52,431 ㎡（百貨店その他の店舗  2,450 ㎡、事務所  49,981 ㎡） 

◆建物 F：延べ面積 117,461 ㎡（百貨店その他の店舗  6,577 ㎡、事務所 106,054 ㎡） 

 

●一般車の駐車施設 

【類似施設の駐車実績】                    単位：ピーク時台数（瞬間） 

 平日 休日 

百貨店 

その他の店舗 
事務所 計 

百貨店 

その他の店舗 
事務所 計 

建物D 33台 26台 59台 48台 19台 67台 

建物E 3台 14台 17台 4台 12台 16台 

建物F 11台 44台 55台 24台 42台 66台 

 

【類似施設の駐車原単位】（小数点以下 3 桁目を切り上げ） 

 平日 休日 

百貨店その他の店舗 事務所 百貨店その他の店舗 事務所 

建物D 2.21台／1000㎡ 0.39台／1000㎡ 3.21台／1000㎡ 0.28台／1000㎡ 

建物E 1.22台／1000㎡ 0.28台／1000㎡ 1.63台／1000㎡ 0.24台／1000㎡ 

建物F 1.67台／1000㎡ 0.41台／1000㎡ 3.65台／1000㎡ 0.40台／1000㎡ 

※類似施設等の駐車実績は複数の施設を対象に把握するものとし、駐車原単位は安全側（高い方）を採

用する。（⇒もっとも原単位の大きい「建物F」の値を採用） 
 

【駐車原単位】 

用途 平日 休日 

百貨店その他の店舗 1.67台／1000㎡ 3.65台／1000㎡ 

事務所 0.41台／1000㎡ 0.40台／1000㎡ 

 

●荷捌き車の駐車施設 

【類似施設の駐車実績】                    単位：ピーク時台数（瞬間） 

 平日 休日 

百貨店 

その他の店舗 
事務所 計 

百貨店 

その他の店舗 
事務所 計 

建物D 6台 7台 13台 4台 2台 6台 

建物E 1台 5台 6台 1台 2台 3台 

建物F 3台 12台 15台 2台 3台 5台 
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【類似施設の駐車原単位】（小数点以下 3 桁目を切り上げ） 

 平日 休日 

百貨店その他の店舗 事務所 百貨店その他の店舗 事務所 

建物D 0.40台／1000㎡ 0.10台／1000㎡ 0.27台／1000㎡ 0.03台／1000㎡ 

建物E 0.41台／1000㎡ 0.10台／1000㎡ 0.41台／1000㎡ 0.04台／1000㎡ 

建物F 0.46台／1000㎡ 0.11台／1000㎡ 0.30台／1000㎡ 0.03台／1000㎡ 

※類似施設等の駐車実績は複数の施設を対象に把握するものとし、駐車原単位は安全側（高い方）を採

用する。（⇒もっとも原単位の大きい「建物F」の値を採用） 
 

【駐車原単位】 

用途 平日 休日 

百貨店その他の店舗 0.46台／1000㎡ 0.30台／1000㎡ 

事務所 0.11台／1000㎡ 0.03台／1000㎡ 

 

 

【ステップ２】類似施設等より得られた駐車原単位から、当該建築物の駐車需要台数を算出 

 用途別床面積 × 駐車原単位（台／1000㎡）  ※小数点以下3桁目を切り上げ 

 

●一般車の駐車施設 

【百貨店その他の店舗】 百貨店その他の店舗用途床面積 × 駐車原単位（台／1000㎡） 

平日・・・・・10,000㎡ × 1.67台／1000㎡ ＝ 16.7台 

休日・・・・・10,000㎡ × 3.65台／1000㎡ ＝ 36.5台 

【事務所用途】 事務所用途床面積 × 駐車原単位（台／1000㎡） 

平日・・・・・65,000㎡ × 0.41台／1000㎡ ＝ 26.7台 

休日・・・・・65,000㎡ × 0.40台／1000㎡ ＝ 26.0台 

 

用途 平日 休日 

百貨店その他の店舗 16.7台 36.5台 

事務所 26.7台 26.0台 

合計 
43.4台（切り上げ） 

⇒44台 

62.5台（切り上げ） 

⇒63台 

※平日・休日別に算出した駐車需要台数のうち、大きい方の数値を採用する。 
 

●荷捌き車の駐車施設 

【百貨店その他の店舗】 百貨店その他の店舗用途床面積 × 駐車原単位（台／1000㎡） 

平日・・・・・10,000㎡ × 0.46台／1000㎡ ＝ 4.6台 

休日・・・・・10,000㎡ × 0.30台／1000㎡ ＝ 3.0台 

【事務所用途】 事務所用途床面積 × 駐車原単位（台／1000㎡） 

平日・・・・・65,000㎡ × 0.11台／1000㎡ ＝ 7.2台 

休日・・・・・65,000㎡ × 0.03台／1000㎡ ＝ 2.0台 

 

用途 平日 休日 

百貨店その他の店舗 4.6台 3.0台 

事務所 7.2台 2.0台 

合計 
11.8台（切り上げ） 

⇒12台 

5.0台（切り上げ） 

⇒5台 

※平日・休日別に算出した駐車需要台数のうち、大きい方の数値を採用する。 



 28

●障害者のための駐車施設 

【一般車の駐車施設のうち、1台以上を確保】 

 

【ステップ３】一般車について当該建築物の駐車需要台数と整備基準を比較し、附置義務台数を決定 

●当該建築物の駐車需要台数（ステップ２の算定結果） 

地域ルール基準による附置義務台数： 一般車  63 台 

荷捌き車 12 台 

障害者用  1 台（一般車分の内数） 

合  計 75 台 

 

●下限値（条例の規定に基づく附置台数）との比較 

区分 
①当該建築物の 

駐車需要台数 

②下限値（一般車） 

（条例基準×0.4※1） 
①と②の比較※2 

附置義務台数 

（比較結果） 

一般車 63台 163×0.4＝66台 ①＜② 66台 

荷捌き車 12台 11台 － － 

障害者用 （1台） （1台） － － 

合計 75台 77台   

※1：下限値については、地域ルール整備基準おける比率を用いて算定する。 
※2：一般車の台数については、①駐車需要台数が②下限値（条例の規定により算定した附置台数に、設

定している比率を乗じた台数）を下回る場合には、下限値を採用する。 
※3：荷捌き車の台数については、当該建築物における駐車需要に応じて必要となる台数を整備するため

①駐車需要台数と②条例基準を比較して大きい方の台数を採用する。 

 

 

 

■当該建築物の駐車施設附置義務台数 

 

地域ルール基準による附置義務台数：一般車 ···················· 66台 

荷捌き車 ················· 12台 

障害者用※ ················ 1台 

合  計 ················· 78台 
 
※障害者用については、一般車分の内数 
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5. 駐車施設の確保方法 
 
5.1. 一般車の駐車施設の確保方法 
 

一般車の駐車施設を当該建築物の敷地内に設置する場合は、駐車場法、東京都駐車場条例及び東京

都建築安全条例などの関連法令の規定についても参照し、安全かつ円滑な利用が可能となるよう配慮

するものとする。 

 

 

【解 説】 

①駐車施設の車室の大きさ 

●一般車の駐車施設のうち、自動車の格納又は駐車の用に供する部分の1台当たりの規模は、幅

2.3m以上、奥行き5.0m以上とし、自動車を安全に駐車させ、出入りさせることができるものと

する。 

●一般車の駐車施設のうち、当該駐車施設の台数の3割以上の部分については、1台当たりの規模

を、幅2.5mメートル以上、奥行き6.0m以上とし、そのうち1台以上は、障害者のための駐車施

設として幅3.5m以上、奥行き6.0m以上とする。 

 

②機械式駐車施設 

●機械式の駐車施設とする場合は、機械式駐車施設の認定基準に適合していることとする。 

●機械式の駐車施設については、入出庫時に車両が輻輳した場合を勘案し、入庫車両が道路上に滞

留しないよう敷地内に待機場所を設けるなどの配慮を行うものとする。 

 

③駐車施設の出入口に関する配慮 

●駐車施設を設置する場合は、駐車施設の前面道路への出入口について、入出庫時の前面道路への

影響、視距の確保、前面道路との正対、入出庫の方法（前進入庫・前進出庫）、歩行者及び周辺交

通との交錯を最小限にするなどの安全性の向上に配慮した位置に設けるものとする。 
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5.2. 荷捌き車の駐車施設の規模等に関する基準 

 

（1）荷捌き車の駐車施設の規模等 

１）車室 

●地域ルールの適用を受ける建築物における荷捌き車の車室の標準的な規模は、宅配事業者等によ

る集配のための貨物車（2トンロング車）までが支障なく利用できるものとして、表9に示す大き

さ及び天井高さを確保するものとする。 

●建物用途や計画内容などから、上記で定める基準以上の車両の入庫・出庫、駐車が想定される場

合には、その車両に応じた規模を確保するものとする。 

 

表  9 荷捌き車の駐車施設の車室の大きさ・天井高さ 

荷室の開口部 
車室の大きさ 

天井高さ 
長さ 幅 

後開き 8.5m 以上 2.9m 以上 

3.2m 以上 

横開き 7.0m 以上 3.9m 以上 

※上記数値は『物流を考慮した建築物の設計・運用について～大規模建築物に係る物流の

円滑化の手引き～（平成 29 年 3 月、国土交通省総合政策局物流政策課）』に準拠 

 

【荷室の開口部後開きの場合】       【荷室の開口部横開きの場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

図  9 荷捌き車の駐車施設の車室の大きさ 

 

●ただし、当該建築物の規模や用途によって軽貨物車や乗用車を用いた集配が多い場合も想定され

るため、既存データ等を基に想定される荷捌き車両の車種構成を示し、その妥当性が認められる

ときは、各々の車種に応じた車室の大きさごとに必要な台数を整備することができるものとする。 

 

２）車路 

●車路は、「１）車室」において想定した最も大きい車両が安全かつ円滑に走行できるものとし、

車両に合わせた天井高さ、幅員、屈曲部の回転半径、縦断勾配を確保するものとする。 
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（2）荷捌き車の駐車施設において配慮すべき事項 

地域ルールの適用を受ける建築物においては、以下に示す事項及び『物流を考慮した建築物の設

計・運用について～大規模建築物に係る物流の円滑化の手引き～（平成 29 年 3 月、国土交通省総

合政策局物流政策課）』における考慮事項等を適用するものとする。 

 

１）荷捌きのためのスペースの確保 

●効率的な荷捌きを可能として荷捌き時間の短縮や車室の有効利用を図るため、荷物の積下ろし・

搬送のためのスペースとして、荷捌き車の車室の後方にスペースを確保するとともに、荷捌き車

の車室から館内への搬送経路は、段差のない通路を確保する。 

●必要に応じ、荷捌き車の車室、荷捌きのためのスペースとは別に、荷捌き作業、館内配送のため

の仕分け作業等のための空間を確保することとする。 

 

２）車室または荷捌きのためのスペースの配置 

●荷捌き車の駐車施設が立体式、地下式の場合は、貨物の運搬に利用できるエレベーターの近傍へ、

荷捌き車の車室または荷捌きのためのスペースを設けるものとする。 

 

３）出入口の設置に関する安全上の配慮 

●駐車施設の前面道路への出入口については、入出庫時の前面道路への影響、視距の確保、前面道

路との正対、入出庫の方法（前進入庫・前進出庫）、歩行者及び周辺交通との交錯を最小限にす

るなどの安全性の向上に配慮した位置に設けるものとする。 

 

４）既存建築物における対応 

●既存建築物に地域ルールを適用する際に、駐車施設の規模等の規定に適合させることができない

場合は、荷捌き車の適切な利用のための措置を講じるものとする。 

 

 

【解 説】 

（荷捌き車の駐車施設の規模等） 

●荷捌き車の駐車施設については、台数が確保されていても、車両サイズなどの実態に建築計画が

合っていないケースがみられるため、適切な利用が図られる車室の大きさ、高さ等を確保した整

備を推進する必要がある。 

●建築物に附置する荷捌き車のための駐車施設の規模等については、近年の荷捌き実態に応じた整

備を行うための資料として以下のものが示されている。 

 

■『建築物における物流効率化の手引き』平成 25 年 3 月、東京都環境局 

■『物流を考慮した建築物の設計・運用について～大規模建築物※に係る物流の円滑化の手引き～』

平成 29 年 3 月、国土交通省総合政策局物流政策課 

※大規模建築物とは、延床面積のうち、「百貨店その他の店舗・飲食店」及び「事務所」の用途に供される部分

の合計が２万㎡以上（ただし「事務所」部分は、床面積を 1/2 倍した上で合算）のものを想定 

 

●本地域ルールでは、上記資料を参考として、荷捌き車による利用の実効性を高めるため、車室の

大きさや高さ等の基準、及び配慮すべき事項について定める。 

●なお、上記「（1）荷捌き車の駐車施設の規模等」及び「（2）荷捌き車の駐車施設において配慮す

べき事項」の対象となる建築物については、表10に示すとおり適用する。 
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小型貨物車・

乗用車 
66.5% 

大型貨物車 
33.5%

（278台）

（548台）

【汐留地区︓平⽇ピーク時】

小型貨物車・

乗用車 66.3%
 

大型貨物車 
33.7%

【品川駅港南⼝地区︓平⽇ピーク時】

（95台）

（187台）

表  10 荷捌き車の駐車施設の規模等に関する基準の適用対象建築物の区分 

建物規模 大規模建築物 中小規模建築物 

（1）荷捌き車の駐車施設の規模等 適用 適用 

（2）荷捌き車の駐車施設において配慮すべき事項 適用 可能な限り配慮 

※大規模建築物とは、延床面積のうち「百貨店その他の店舗・飲食店」及び「事務所」の用途に供される部分の合計が２万㎡以上

（ただし「事務所」部分は、床面積を 1/2 倍した上で合算）のもの 

 

（車種構成の実態に応じた整備） 

●当該建築物の規模や用途によって軽貨物車や乗用車を用いた集配が多い場合も想定されるため、

類似施設または既存施設における駐車実績を基に、当該建築物で想定される荷捌き車両の車種

構成を示し、その妥当性が認められるときは、各々の車種に応じた車室の大きさごとに必要な台

数を整備することができるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図  10 【参考】荷捌き車両の車種構成（既往実態調査における例） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図  11 車種構成に応じた整備のイメージ 
 

（既存施設における対応） 

●駐車場地域ルールの適用を受ける既存施設において、上記「（1）荷捌き車の駐車施設の規模等」

及び「（2）荷捌き車の駐車施設において配慮すべき事項」の規定に適合させることができない場

合は、貨物車の適切な利用のための措置を講じるものとする。 

●貨物車の適切な利用のための措置とは、建物側の高さ制限に応じた車高の車両を用いる、周辺の

入庫可能な駐車場の利用を促す等により、建物内で荷捌きを行えるようにするものとする。 

2 台分不足 

 ↓ 

入庫待ちや枠外駐車

が発生する 

利用車両に対して車室が大きく、 

必要以上にスペースを要する 

普通貨物車 

（2t ロング等） 

小型貨物車 

（軽貨物車等） 

利用車両に応じた規模で、

必要な台数分の車室を確保 

 ↓ 

スペースを効率よく利用し 

入庫待ちや枠外駐車も発生

しない 

普通貨物車 

（2t ロング等） 

小型貨物車 

（軽貨物車等） 
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5.3. 集約駐車施設の指定 
 

地域ルール適用区域内及び周辺において一定の要件を満たす駐車施設については、事業者・管理者

等からの申請に基づき、集約駐車施設として港区が指定を行う。 

なお、港区低炭素まちづくり計画及び地域ルール等において、集約駐車施設の位置として指定した

区域に立地する駐車施設については、集約駐車施設を積極的に確保していくものとする。 

 

【解 説】 

●集約駐車施設は、地域ルール適用区域内の建築物への来訪者が無理なく利用できること等、表11

に示す要件を満たすものについて、当該駐車施設の事業者・管理者等からの申請に基づき、港区

が指定を行う。 

 

表  11 集約駐車施設の指定要件 
指定要件 内容 

立地 ・地域ルール適用区域内の建築物への来訪者が無理なく利用できる 

立地であること。 

規模・構造 ・建築物であり、駐車場法施行令の技術基準に適合していること。 

運用状況 ・他の建築物等の附置義務駐車施設となっていない部分であり、かつ 

駐車枠を固定して確保※できること。 

※機械式駐車場の場合を除く 

契約形態 ・原則として10年以上※の貸借契約等が可能であること。 

※長期間の貸借期間の設定ができない場合は、最低1年間以上の契約

期間とする自動更新契約でも可 

管理・運営の規定 ・周辺相場と比べて著しく異なる料金設定でないこと。 

・長期にわたり、集約駐車施設としての運営が行えること。 

・所有者・管理者が変更となる場合は、集約駐車施設としての運営を 

継承すること。 

・集約駐車施設としての受入を行った部分については、対象建物の 

附置義務駐車施設としての運営を行うこと。 

・廃止の場合は、集約駐車施設としている契約者に対し、十分な期間 

をもって周知を行うこと。 

報告 ・他の建築物からの集約受入時等の状況変化があった場合は、受入 

台数及び空き台数を、適宜、運用組織を通じて港区へ報告する 

とともに、年1回の定期報告を行うこと。 
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●六本木交差点周辺地区における駐車施設の集約に関する基本的な考え方は、以下のとおりである。 

＜一般車＞ 

「交差点直近区域」から集約を行うことを原則として、「交差点外縁部区域（区域①・区域

②・区域③・区域④）」において集約駐車施設を設定することとする。 

※なお、交差点直近エリア、区域①、区域②、区域③、区域④、各々の地区内での集約も認

めるものとする。 

 

＜荷捌き車＞ 

荷捌き車については、横持ち搬送の負担が大きいことから、敷地内での駐車施設整備を原則

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図  12 集約駐車施設の位置（区域） 

区域➀ 

区域② 
区域③ 

区域④ 

交差点直近区域 

駐車機能集約区域 

交差点直近区域 

交差点外縁部区域 
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5.4. 駐車施設の集約基準（一般車） 
 

地域ルール適用区域内における建築に伴う附置義務駐車施設については、港区の指定を受けた集約

駐車施設に設置することを積極的に推進する。 

なお、集約駐車施設は、集約の申請を行う建築物の事業者等が集約基準に合致するものを選択し、

集約駐車施設の管理者等との契約及び当該建築物の存続期間を通じた賃貸借費用等の負担を行う。 

 

 

【解 説】 

●駐車施設を集約することにより、駐車待ち車両による渋滞や駐車施設を探す車両の移動が減少

するなどの自動車交通の整序化、区域内での自動車による移動距離の減少が図られ、自動車から

排出されるCO2の削減が見込まれる。 

●そこで、本地域ルールでは、地域ルール適用区域内における建築に伴う附置義務駐車施設につ

いて、港区の指定を受けた集約駐車施設に設置することを積極的に推進する。 

●集約駐車施設に当該建築物の駐車施設を設置する場合は、下記の表12に示す条件にしたがうも

のとする。 

 

表  12 駐車施設の集約に関する条件 

条件 内容 

集 約 駐車 施設

の位置 

当該建築物への来訪者が無理なく利用できる立地であ

ること（建築物から概ね535mの範囲内※）。 

※六本木交差点周辺地区における駐車場利用者・路上駐車運転者

へのアンケート結果より集計 

※巡回バスの運行、その他移動を補完する手段があるなど、集約

駐車施設の円滑な利用のための対策が講じられている場合は、

弾力的に運用する。 

確保可能期間 集約駐車施設の竣工年月日等に基づき、集約の申請を行

う建築物の想定存続期間に対し、十分な確保可能期間が

あること。 

契約形態 原則として10年以上※の貸借契約等により長期・継続

的な確保が図られていること。 

※長期間の貸借期間の設定ができない場合は、最低1年間以上の

契約期間とする自動更新契約でも可 

定期報告 集約駐車施設内に設置した駐車施設の確保状況、来訪者

による利用状況について、運用組織を通じて港区へ年1

回の定期報告を行うこと。 

 

※駐車施設の集約に関する留意事項 
●障害者のための駐車施設については、原則として集約を行わない。 

※小規模な建築物において、地域の交通環境上、障害者のための駐車施設を含めて集約すること

が望ましく、集約駐車施設からの安全かつ円滑な動線が確保される場合等は、審査に基づき認

めることがある。 
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6. 適用申請手続の流れ 
 

6.1. 適用申請の概要 
 

本地域ルールでは、地域ルールの適用申請において低炭素化に資する取組の提案についての確認と、

駐車施設の整備に関する審査を行い、地域ルールの適用可否を判定する。 

 

 

【解 説】 

●本地域ルールでは、以下のとおり２段階で確認・審査を行う。 

①低炭素化に資する取組の確認（地域ルールの適用条件の確認）： 

港区地域交通課において、『港区低炭素まちづくり計画』等の上位計画との整合、及び事前

相談・協議等を踏まえて確認を行う。 

②駐車施設の整備に関する審査： 

港区が指定する審査組織において、地域のまちづくりの方向性、交通状況等に関する専門的

見地から、公平かつ客観的な評価に基づき審査を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図  13 地域ルールの適用申請手続きの概要 

地域ルール申請者 

 

②駐車施設の整備に関する審査 

→附置整備台数、集約確保等 

審査組織 

 

①低炭素化に資する取組の確認 

→低炭素化に資する取組提案を 

上位計画等に基づき確認 

港区 

申請 結果通知 

①確認依頼 

①確認結果 

②審査依頼 ②結果通知 

 

・地域ルール申請受付・整合確認 

・審査手続き・結果通知 

 

地域ルール運用組織 

（①確認結果の後） 
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6.2. 適用申請手続きの流れ 
 

（1）適用申請全体の流れ 

地域ルールの申請・確認・審査の手続きは、運用組織への適用申請に基づき、「低炭素化に資する

取組の確認（地域ルールの適用条件の確認）」及び「駐車施設の整備に関する審査」があり、地域ル

ールの適用を希望する事業者等は、以下の手順及び事項を守って申請等を行う。 

①  事前相談・・・・・・・【低炭素化に資する取組へ反映する協議等を含む】 
※低炭素化に資する取組として、基盤整備を含むハード整備を行う事業者等は、十分な時間的

余裕をもって事前相談を行うこととする。 
②  地域ルール本申請・・・【適用の審査を含む】 
③  誓約書の提出 
④  港区条例の認定申請 
⑤  建築確認申請等 
⑥  工事完了届 
⑦  定期報告 

 

（2）審査の手順 

①  申請者は、地域ルールの適用申請を運用組織へ提出し、必要に応じて運用組織が定める審査

手数料を支払う。 

②  運用組織は、申請書類の記載事項、申請内容の地域ルールとの整合及び低炭素化に資する取

組の内容・低炭素化の効果等の記載内容をチェックし、低炭素化に資する取組の提案につい

ての確認を、港区地域交通課へ依頼する。 

③  港区地域交通課は、上位計画及び事前相談・協議等を踏まえて、低炭素化に資する取組提案

の確認を行い、地域ルール適用条件の判定結果を運用組織に通知する。 

④  地域ルール適用条件の確認結果を受けて、運用組織は、駐車施設の整備（附置台数の適正化、

集約駐車施設での確保の適用等）についての審査を審査組織へ委託する。 

⑤  審査組織は、申請された案件について、技術的・専門的見地から地域ルールの適用申請内容

を客観的に審査し、その結果を運用組織へ通知する。 

⑥  運用組織は、低炭素化に資する取組の確認結果及び審査組織からの審査結果の通知を受けて、

その結果を申請者へ通知する。 
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■台数低減審査

【標準値】の適用
（規定外隔地の申請案件）

台数低減のみ
台数低減＋隔地

（集約駐車施設への隔地）

台数低減＋隔地
（規定外の駐車施設への隔地

または障害者用の隔地）
台数低減のみ 台数低減＋隔地

小規模建物
（延べ面積10,000㎡以下）

運用審査 運用審査 簡易審査 本審査 本審査

中規模・大規模建物
（延べ面積10,000㎡超）

簡易審査 簡易審査 本審査 本審査 本審査

■隔地審査

小規模建物
（延べ面積10,000㎡以下）

運用審査 簡易審査

中規模・大規模建物
（延べ面積10,000㎡超）

簡易審査 本審査

集約駐車施設への隔地
（障害者用隔地なし）

規定外の駐車施設への隔地
または障害者用の隔地

建物規模

建物規模

【標準値】の適用
（その他規定どおりの申請案件）

【標準値】よりも低減
（その他規定解釈の必要な申請案件）

＜凡例＞

運用審査：運用組織による駐車施設の整備台数や隔地先とする駐車施設（集約駐車施設）の確認

簡易審査：審査組織による駐車施設の整備台数や隔地先とする駐車施設（規定外の駐車施設）の確認

本審査 ：学識経験者等の専門家を交えた審査組織による審査

（3）審査の内容 

地域ルール運用組織、港区及び審査組織は、申請者より提出された書類、図書及び資料等につい

て、適用する駐車施設整備台数の基準（「4.2. 駐車施設整備台数の基準」－「（1）一般車」におい

て定めた【標準値】または【下限値】（【標準値】より低減）のいずれか）と申請案件の建物規模に

応じた審査を実施し、審査のパターンは、以下の①運用審査、②簡易審査、③本審査の3つとする。 

 

①運用審査：申請案件が駐車施設整備において【標準値】の適用や集約駐車施設※への隔地を希望

し、かつ建物規模が小規模（延べ床面積 10,000 ㎡以下）である場合は、「運用組

織」（地域が設置し、港区が指定）が【標準値】を適用する場合の整備台数や隔地

先とする駐車施設の状況（位置や利用状況等）の確認を行う。 

 

②簡易審査：申請案件が駐車施設整備において【標準値】の適用や規定外の駐車施設※への隔地ま

たは障害者のための駐車施設の隔地※を希望する場合は、「審査組織」（港区が指

定）が【標準値】を適用する場合の整備台数や隔地先とする駐車施設の状況（位置

や利用状況等）の確認を行う。 

 

③本審査 ：申請案件が駐車施設整備において【標準値】を適用し、規定外の駐車施設※への隔地

または障害者のための駐車施設の隔地を希望する場合や、【標準値】より低減する

場合は、「審査組織」（港区が指定）において学識経験者等の専門家を交えた審査

を行う。 

 

※集約駐車施設は「5.3. 集約駐車施設の指定」における指定要件に基づき、港区が

指定した駐車施設とする。 

※規定外の駐車施設は上記の集約駐車施設以外の駐車施設とする。 

※障害者のための駐車施設の隔地先の確認については、申請案件の建物規模が小規

模（延べ床面積 10,000 ㎡以下）である場合のみ、簡易審査で取り扱う。（申請

案件の建物規模が中規模・大規模（延べ床面積 10,000 ㎡超）の場合は、学識経

験者等の専門家を交えた本審査において取り扱う。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図  14 地域ルールにおいて適用する駐車施設整備台数基準や建物規模に応じた審査のパターン 
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【運用審査の審査内容】 

【運用組織】 

○  申請書類、記載内容及び図面等の不備、地域ルールの内容との整合性の確認 

○  地域の意向、将来計画と、駐車施設の整備内容及び地域貢献策等の確認 

○  整備台数（【標準値】を適用する場合の整備台数）や隔地先とする集約駐車施設の状況（位置

や利用状況等）の確認 

 

【港区】 

○  低炭素化に資する取組提案と、港区低炭素まちづくり計画等の上位計画との整合性や効果見

込みの確認 

○  港区及び地域における低炭素施策の方向性、地域での実施施策のバランス等の確認 
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【簡易審査の審査内容】 

【運用組織】 

○  申請書類、記載内容及び図面等の不備、地域ルールの内容との整合性の確認 

○  地域の意向、将来計画と、駐車施設の整備内容及び地域貢献策等の確認 

 

【港区】 

○  低炭素化に資する取組提案と、港区低炭素まちづくり計画等の上位計画との整合性や効果見

込みの確認 

○  港区及び地域における低炭素施策の方向性、地域での実施施策のバランス等の確認 

 

【審査組織】 

○  整備台数（【標準値】を適用する場合の整備台数）の確認 

○  隔地先とする駐車施設（集約駐車施設・規定外の駐車施設・障害者のための駐車施設※）の 

状況（位置や利用状況等）の確認 

 

※障害者のための駐車施設の隔地先の確認については、申請案件の建物規模が小規模（延べ

床面積 10,000 ㎡以下）である場合のみ、簡易審査で取り扱う。 

（申請案件の建物規模が中規模・大規模（延べ床面積 10,000 ㎡超）の場合は、学識経験

者等の専門家を交えた本審査において取り扱う。） 
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【本審査の審査内容】 

【運用組織】 

○  申請書類、記載内容及び図面等の不備、地域ルールの内容との整合性の確認 

○  地域の意向、将来計画と、駐車施設の整備内容及び地域貢献策等の確認 

 

【港区】 

○  低炭素化に資する取組提案と、港区低炭素まちづくり計画等の上位計画との整合性や効果見

込みの確認 

○  港区及び地域における低炭素施策の方向性、地域での実施施策のバランス等の確認 

 

【審査組織】 

○  駐車需要の算定方法（類似施設、駐車原単位、需要台数、整備台数等） 

○  集約の方法（集約駐車施設の状況・利用状況及び担保性、円滑な利用への配慮等） 

○  駐車施設整備の内容（移動円滑化への配慮、出入口の設置に関する安全上の配慮等） 

○  荷捌き用駐車施設の整備内容（物流効率化施策の内容、規模・構造基準への対応、円滑な利

用への配慮等） 

○  駐車施設の適正な運用（維持管理方法、周辺駐車場との連携、駐車場案内・誘導方策等） 

○  周辺交通への影響（周辺道路・交差点への交通影響、地区全体の駐車需給への影響等） 
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6.3. 必要書類（提出書類一覧） 

 

【駐車施設附置台数に関する審査】 

図書及び添付資料 必要資料、主な記載事項 

１ 建物の計画概要 

所在地、用途地域、基準容積率、基準建蔽率、敷地面積、計画建築面

積、延べ床面積、用途別床面積、駐車場部床面積、主要用途、構造、予

定工事期間、開発手法  など 

２ 案内図・付近見取図 申請建物の位置、方位及び道路、河川等の目標となるもの 

３ 配置図又は外構平面図 

方位、縮尺、敷地境界線、土地の高低、道路の位置、幅員及び車線数、 

建物の主要な出入口、駐車場の出入口位置及び交差点等からの距離、 

最寄駅、最寄駅からの距離、周辺の土地利用状況  など 

４ 各階平面図 方位、縮尺、各階の用途及び用途別床面積   など 

５ 立面図 縮尺、隣地境界線、出入口   など 

６ 駐車場断面図 縮尺、階高、天井高さ、車路等の勾配、桁高   など 

７ 建物動線計画図関連 

（周辺道路状況図） 
出入口位置、自動車動線、周辺交通量、交差点負荷   など 

８ 駐車需要予測関連資料 

条例による附置義務台数の算定、 

条例による附置義務台数に一定の比率を乗じた需要台数、 

類似事例等を用いた需要予測による必要駐車台数※、 

荷捌き駐車施設需要台数の算定（荷捌き計画）、 

身障者対応駐車施設台数の設定         など 

９ 自主設置台数資料 集約駐車施設の駐車台数等の有無、設定の考え方  など 

１０ 建物周辺現況写真 
周辺の道路状況等がわかるもの 

（申請日から６ヶ月以内に撮影したもの、現況道路がない場合は除く） 

１１ 機械式駐車場に関する 

書類及び図書 
機械式駐車場認定書、説明書、利用方法等がわかるもの 

 

※「4.2. 駐車施設整備台数の基準」－「（1）一般車」において定めた【標準値】より低減 

する場合のみ必要 
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【駐車施設の集約による確保に関する審査】 

図書及び添付資料 必要資料、主な記載事項 

１ 建物の計画概要 

（申請建物及び集約駐車施設） 

所在地、用途地域、基準容積率、基準建蔽率、敷地面積、建築面

積、延べ床面積、用途別床面積、計画容積対象床面積、駐車場部

床面積、主要用途、構造、予定工事期間、開発手法、竣工年月日 

  など 

２ 案内図・付近見取図 
申請建物及び集約駐車施設の位置、方位、道路、河川等の目標と

なるもの 

３ 配置図又は外構平面図 

（申請建物及び集約駐車施設） 

方位、縮尺、敷地境界線、土地の高低、道路の位置及び幅員、車

線数、建物の主要な出入口、駐車場の出入口位置及び交差点等か

らの距離、最寄駅、最寄駅からの距離、申請建物から集約駐車施

設までの距離、周辺の土地利用状況  など 

４ 各階平面図（申請建物） 方位、縮尺、各階の用途及び用途別床面積   など 

５ 駐車場平面図 

 （申請建物及び集約駐車施設） 

方位、縮尺、駐車場レイアウト、車室の寸法、車路幅員、出入口

からゲートまでの滞留長及び滞留できる台数、身障者対応駐車施

設からＥＶまでの動線、車路等の勾配    など 

６ 集約駐車施設までの動線図 

 （周辺道路状況図） 

縮尺、申請建物から集約駐車施設までの距離、信号等の位置、バ

リアフリー状況、周辺交通量、交差点負荷   など 

７ 立面図（出入口がある面） 

 （申請建物及び集約駐車施設） 
縮尺、隣地境界線、駐車場出入口   など 

８ 駐車場断面図 

（申請建物及び集約駐車施設） 
縮尺、階高、天井高さ、車路等の勾配、桁高   など 

９ 駐車場利用状況関連資料 

 （集約駐車施設） 
附置義務台数、整備台数、駐車場の空き状況   など 

１０ 集約駐車施設入出庫関連資料 集約駐車施設の入出庫処理能力がわかるもの 

１１ 建物周辺現況写真 
申請建物から集約駐車施設までの経路（道路状況等）がわかるも

の（申請日から６ヶ月以内に撮影したもの） 

１２ 機械式駐車場に関する 

書類及び図書 
機械式駐車場認定書、説明書、利用方法等がわかるもの 

１3 サイン表示、案内誘導計画 
当該建物における駐車施設、駐車施設から当該建物までの案内サ

イン、案内誘導の方法等がわかるもの 

１4 移動を補完するための 

対策等の計画書 

集約駐車施設内に駐車施設を設ける場合、当該建物と集約駐車施

設間の移動を補完する対策の内容、利用方法等がわかるもの 
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6.4. 審査手数料及び地域貢献協力金 
 

地域ルールの運用において必要な事項を踏まえ、運用組織が定める地域ルールの適用申請・審査及

び適用を受けた場合の応分の負担については、以下のとおりとする。 

●審査手数料  ：地域ルール適用審査を実施するために必要な費用 

●地域貢献協力金：地域ルールの運用及び地域貢献策（地域全体で取り組む低炭素化施策等）の実

施に対する応分の負担 

 

 

【解 説】 

●審査手数料： 

地域ルール適用審査を実施するための費用として、申請者は、申請手続きの際に、別途定める

審査手数料を港区の指定を受けた運用組織に支払う。 

●地域貢献協力金： 

地域ルールの適用を受けた事業者（申請者）は、地域ルールの運用及び地域貢献策（地域全体

で取り組む低炭素化施策等）の実施に対する応分の負担として、地域貢献協力金を支払うものと

する。 

地域貢献協力金は、港区の指定を受けた運用組織が管理し、地域全体で取り組む低炭素化施策

等の実施費用、事務経費等に充てるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図  15 審査手数料及び地域貢献協力金の流れ 

 

 

・事前相談、申請・審査窓口事務 

・地域貢献協力金等の管理 

・地域貢献策等の立案、実施  等 

地域ルール運用組織 

地域ルール申請者 

地域貢献策の実施 

審査手数料 

 

・申請案件ごとの審査 

（整備台数、駐車施設集約等） 

③審査組織 

地域貢献協力金 

審査結果 

報告 

審査結果 

通知 

申請手続 

地域貢献策実施費等 審査委託費 

 

・地域貢献策等の確認 

・運用状況の確認 

・地域ルールの見直し 等 

地域ルール運営委員会 

事務経費 

地域貢献策等 

の意見照会 

確認・回答 
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7. 審査基準・審査のポイント 
 

審査組織が実施する駐車施設の整備に関する審査の項目と審査の視点は、以下のとおりである。 

 

（1）駐車施設附置台数に関する審査 

項目 内容 

駐車需要の算定方法 類似施設実績の適用 □立地条件からみた類似性 

□施設規模・用途構成からみた類似性 

□駐車実績の調査・算定方法 

推計方法、駐車原単位

等の設定 

□駐車原単位の設定 

□駐車需要推計方法 

条例附置義務台数との比較 □条例の基準により算出した場合の附置義務台数 

駐車需要変動等の考慮 □平常期と繁忙期などの需要変動の考慮 

□周辺駐車場との連携・駐車施設増設余地 

自主設置台数の確認 □事業者の自主設置台数（集約駐車施設等） 

 

 

駐車施設の整備内容 

※整備する場合のみ 

全般 □移動円滑化への配慮 

□出入口の設置に関する配慮 

荷捌き車用駐車施設 □駐車施設の規模等に関する基準への適合 

□配慮すべき事項への対応 

□物流効率化施策の内容（削減見込み台数） 

 

（2）駐車施設の集約による確保に関する審査 

項目 内容 

集約駐車施設の状況 □車両入出庫動線 

□駐車待ち車両の敷地内滞留長の確保 

□ハイルーフ車、物流車両に対応した桁高の確保 

□車路の配置 

□車室の配置 

集約駐車施設の利用状況 

及び担保 

□集約駐車施設の利用状況（空き状況） 

□集約（隔地）する附置義務台数 

□契約書等 

集約駐車施設の円

滑な利用への配慮 

距離、時間、交通負荷 □集約駐車施設までの距離、道のり 

□集約駐車施設までの徒歩時間 

□周辺地区交通への影響 

歩行者ネットワーク状況 □移動経路上の分断要素の有無 

□上下移動の制約の有無 

□地下歩道・歩行者専用道の有無 

□移動経路におけるバリアフリー対策の状況 

円滑に利用されるための

対策 

 

□駐車場案内・誘導策の有無 

□シャトルバス等の運行 

□公共交通機関等の利用可否 
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審査の観点 

・周辺土地利用等の立地条件、施設規模及び用途別床面積構成等の観点から、類似施設としての適切性を確認す

る（類似施設の実績がない場合は、適用地区の駐車実績等に基づく原単位を用いる）。 

・類似施設の駐車実績の調査方法、用途別駐車台数の把握方法の妥当性を確認する。 

・駐車原単位の設定における根拠データ、算定方法・手順の妥当性を確認する。 

・需要台数算定方法・手順に誤りがないか確認する。 

・地域ルールの基準により算定した駐車台数との比較対照を行う。 

・平常期と繁忙期などの需要変動に関する考慮が適正になされているかを確認する。 

・周辺駐車場との連携や運用段階での駐車施設の増設余地等が適切であるか確認する。 

・当該建物の附置義務の他に、事業者が整備する隔地受け入れのための集約駐車施設、荷捌き用、障害者用駐車

スペースの共同利用を可能とする駐車施設など、地区の駐車需要の受け皿となる駐車施設の計画有無を確認す

る。 

・バリアフリー新法、建築物バリアフリー条例等に対応した移動円滑化への配慮がなされているか等を確認する。 

・駐車施設の出入口の設置に関して、前面道路への交通影響や、安全性の向上に配慮されているか等を確認する。 

・車室の大きさ及び天井高さ、車路などが地域ルールの基準に適合しているかを確認する。 

・地域ルールで定める荷捌き車の駐車施設において配慮すべき事項への対応がなされているかを確認する。 

・共同荷受けや共同集配などの施策の実施内容及び荷捌き駐車台数の削減見込みの適切性について確認する。 

 

 

審査の観点 

・隔地先となる駐車施設の位置図・施設図等をもとに施設状況を把握し、隔地の受け入れが可能であるか、隔地

の受け入れによって問題が生じないかを確認する 

・荷捌き用の駐車施設の隔地先については、駐車施設の規模・構造が基準を満たすものであるか確認する。 

・荷捌き用の駐車施設において、規模・構造の基準が満たせない場合は、はり下高さに応じた車両による運用が

可能であることを確認する。 

・集約（隔地）先となる駐車施設の空き状況を確認し、受入れ余地があるかを確認する。 

・集約駐車施設に整備されている駐車台数が、隔地する台数以上であるか確認する。 

・駐車施設の賃貸借契約書等により、専用的に利用できる駐車施設として確保されているか確認する。 

・申請対象建築物と集約駐車施設の位置図をもとに、隔地距離が適切な範囲であるかを確認する。 

・隔地による周辺地区交通や周辺交差点への影響が交通状況を悪化させないことを確認する。 

 

・申請対象建物と集約駐車施設の移動経路において、幹線道路・鉄道等の分断要素、上下移動等の移動制約等が

ないかを確認する。 

・地下歩道・歩行者専用道、バリアフリー経路の状況を確認し、隔地距離の弾力的な設定が可能かどうかを確認

する。 

・申請対象建築物と隔地先駐車施設間の移動が円滑に行われ、利用者が無理なく利用するための対策がとられて

いるかを確認する。 
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8. 地域貢献策の実施 
 

運用組織が行う地域貢献策については、地域全体の低炭素まちづくりの実現に資する施策及び共同

荷捌き・障害者用駐車スペースの整備助成、駐車場案内等の地域の特性に応じた駐車対策・交通施策

などを対象として、地域貢献協力金の活用により実施する。 

 

 

【地域貢献策の例】 

■低炭素まちづくり施策の例 

・集約駐車場、共同荷捌き駐車施設の整備等に対する支援 

・対象地区内及び周辺地区における路上駐車対策 

・駐車場案内の拡充 

・対象地区内の移動支援策の実施（自転車シェアリングポート設置、連絡バス運行支援等） 

・公共交通機関利用の促進策の実施 

・周辺駐車場との一体的運営（駐車場ネットワーク形成等）              など 

 

■地区の特性に応じた駐車施設の整備 

・共同荷捌き駐車施設の整備 

・周辺駐車場との一体的運営のための駐車場ネットワーク等の整備助成         など 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

港区駐車場地域ルール 

様式集 
 

 

 

 
第１号様式 駐車場地域ルール適用申請書  

第２号様式 適用申請変更届出書  

第３号様式 承認通知書  

第４号様式 不承認通知書  

第５号様式 誓約書  

第６号様式 工事完了届  

第７号様式 申請取下げ届  

第８号様式 集約駐車施設指定申請書 

第９号様式 定期報告書 
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